様式第１号（第４条関係）
川俣町新型コロナウイルス感染症対策に係る事業者支援一時金支給申請書
（卸売・小売・飲食店等）
令和　　年〇〇月〇〇日

　川　俣　町　長

申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先

川俣町新型コロナウイルス感染症対策に係る事業者支援一時金交付要綱第４条の規定により、次のとおり申請します。
記
１　申請対象事業所及び従業員数
	事業の種類
	

	事業所の名称
	

	事業所の住所
	

	従業員数
	経営者のみ ・ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５


※事業の種類は裏面の対象業種一覧から転記してください。
※従業員数には、パートタイム労働者は含めません。
２　売上減少率
	前年　　　月Ａ
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	本年　　　月Ｂ
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	減少額Ｃ（Ａ－Ｂ）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	減少率（Ｃ／Ａ×100）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　％


　　※対象となる月は令和３年７月から１０月となります。
３　支給申請額
	事業所建物の所有形態
	支給額
	申請

	賃　　貸
	５０万円
	

	自己所有
	２０万円
	


※該当する申請欄に〇を記入してください。
表面

４　給付金の振込先口座
	金融機関名
	
	金融機関コード
	

	支店名
	
	支店コード
	

	預金種別
	普通・当座（該当するものを〇で囲んでください）

	口座番号
(左づめ)
	
	
	
	
	
	
	

	フリガナ
口座名義人
	


　　(注)ゆうちょ銀行の場合は、他金融機関からの振込の受取口座として利用する際の店名、店番、預金種目及び口座番号を記入してください。
５　添付書類
□ □（１）従業員名簿、台帳、青色申告決算書（２頁）の写等、従業員数が確認できる書類
□ □（２）試算表・損益計算書２か年分等、令和３年７月期から同年１０月期までのうち一月でも月の売上額の減少分が、前年もしくは前々年同月期に比して１５パーセント以上であることが確認できる書類
□ □（３）事業所建物が賃貸物件の場合、賃貸借契約書の写、領収書の写等賃貸であることが確認できる書類。なお、川俣町新型コロナウイルス感染症緊急支援による事業維持等給付金の交付を受けた者は提出を省略することができる。
[bookmark: _GoBack]□ □（４）納税証明書又は完納証明書（事業者の代表分に係るもの。ただし、法人の場合は法人分を含む。なお、川俣町新型コロナウイルス感染症緊急支援による事業維持等給付金、川俣町新型コロナウイルス感染症緊急支援による雇用維持補助金及び川俣町新型コロナウイルス感染症緊急対策事業者支援給付金の交付を受けた事業者は提出を省略することができる。）　
□ □（５）通帳の写【対象業種一覧】
51繊維・衣服等卸売業、52飲食料品卸売業、55その他の卸売業、56各種商品小売業、57織物・衣服・身の回り品小売業、58飲食料品小売業、60その他の小売業、75宿泊業、76飲食店、78洗濯・理容・美容・浴場業、791旅行業
裏面

